
エ　チャレンジ雇用
　各府省・各地方公共団体で知的障害のある
人等を非常勤職員として雇用し、１～３年の
業務の経験を積んだ後、ハローワーク等を通
じて一般企業等への就職の実現を図る「チャ
レンジ雇用」を推進している。

オ　職業リハビリテーションの実施
　障害者雇用促進法において、職業リハビリ
テーションとは、「障害者に対して職業指導、
職業訓練、職業紹介その他この法律に定める
措置を講じ、その職業生活における自立を図
ること」（同法第２条第７号）としている。
これに基づき、障害者が職業を通じて社会参
加できるよう、ハローワーク、地域障害者職
業センター、障害者就業・生活支援センター
などの機関を中心に障害者が適当な職場に就
き、それを継続し、それにおいて向上するこ

とができるようにするための職業に関する
サービスを実施している。

カ　助成金等による企業支援や普及啓発活動
　国では、民間企業が無理なく、かつ積極的
に障害のある人を雇用できるよう、障害のあ
る人を雇用した場合などに助成金を支給して
いる。
　例えば、身体に障害のある人や知的障害の
ある人、精神障害のある人を継続して雇用する
労働者として雇い入れる民間企業に対して助
成する「特定求職者雇用開発助成金」や障害
のある人を雇い入れたり継続して雇用するため
に必要な職場の環境整備等を行った場合に費
用の一部を助成する障害者雇用納付金制度に
基づく助成金等を支給している。
　助成金のほか、民間企業等が積極的に障害
のある人の雇用を進めるためには、障害のあ

2 0

■図表５-９　障害者雇用納付金制度の概要

資料：厚生労働省
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る人の雇用管理に関する先進的な事例等を普
及啓発する必要がある。そのため、各種マニュ
アル等を発行し、民間企業等への配布等を通
じて障害者雇用の啓発を行っている。
　また、厚生労働省では、９月の「障害者雇
用支援月間」に障害のある人を積極的に多数
雇用している事業所、障害者の雇用の促進と
職業の安定に著しく貢献した団体、職業人と
して模範的な業績をあげている障害者に対
し、厚生労働大臣表彰を行い、障害者雇用に
対する国民の関心と理解を一層深めることを

目指している。平成26年度には34の事業所、
22名の働く障害者を表彰した。

キ　税制上の特例措置　（図表５-10）
　障害のある人を雇用する民間企業に対し、
税制上の各種の特例措置を講じている。障害
のある人の一層の雇用促進につながるよう、
平成26年度税制改正では、障害者を雇用する
場合の機械等の割増償却措置について適用期
限を２年延長する等の改正を行った。

 （平成27年４月１日現在）
事項 内容

機械等の割増償却措置
（法人税、所得税）

障害者を雇用し、次のいずれかの要件を満たす場合、その事業年度又はその前５
年以内に開始した各事業年度において取得、製作、建設した機械装置等について、
普通償却限度額の24％（工場用建物等については32％）の割増償却ができる。
①障害者雇用割合が50％以上
②雇用障害者数が20人以上であり、かつ、障害者雇用割合が25％以上
③次の要件のすべてを満たしていること
　イ　基準雇用障害者数が20人以上であり、かつ重度障害者割合が50％以上
　ロ　事業年度終了の日における雇用障害者数が法定雇用障害者数以上

助成金に係る課税の特例
措置
（法人税、所得税）

国や地方公共団体の補助金、納付金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成金に
ついては、助成金のうち固定資産の取得又は改良に充てた部分の金額に相当する
金額の範囲内で、圧縮記帳による損金算入（法人税）又は総収入金額不算入（所
得税）とすることができる。

事業所税の軽減措置 事業所税の従業者割については、課税標準としての従業者給与総額から障害者の
給与分を控除し、また、障害者を10人以上雇用し、かつ、その雇用割合が50％
以上である事業所であって、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金等の支
給に係る施設又は設備に係るものについては、事業所税の資産割に係る課税標準
の算定につき、当該事業所床面積の２分の１を控除するものとする。

不動産取得税の軽減措置 障害者を20人以上雇用し、かつ、その雇用割合が50％以上の事業所の事業主が、
重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金等を受けて事業用施設（作業の用に
供するものに限る）を取得した場合において、その者が当該施設の取得の日から
引き続き３年以上当該施設を当該事業所の事業の用に供したときは、当該施設の
取得に対して課する不動産取得税については当該税額から価格の10分の１に相
当する額に税率を乗じて得た額を減額するものとする。

固定資産税の軽減措置 障害者を20人以上雇用し、かつ、その雇用割合が50％以上の事業所の事業主が、
重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金等を受けて取得した事業用の家屋
（作業の用に供するもののうち、障害者の雇用割合に応じた部分に限る）に対し
て課する固定資産税の課税標準は、取得後５年間に限り、当該家屋の課税標準と
なるべき価格の６分の１を減額した額とする。

資料：厚生労働省

■図表５-10　障害者雇用に係る税制上の特例措置
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（３） 改正障害者雇用促進法の施行に向けた
取組

　障害者権利条約等に対応するため、雇用分
野における障害者の差別を禁止するための措
置及び精神障害者を法定雇用率の算定基礎に
加えること等を内容とする「障害者の雇用の
促進等に関する法律の一部を改正する法律
案」が平成25年６月に成立した。改正法によ
り新設された障害者に対する差別の禁止及び
合理的配慮の提供義務等については、厚生労
働大臣が差別の禁止に関する指針及び均等な
機会の確保等に関する指針（合理的配慮の提
供の指針）を定めることとされており、平成
25年９月から、学識経験者等で構成される「改
正障害者雇用促進法に基づく差別禁止・合理
的配慮の指針の在り方に関する研究会」にお
いて議論を行い、平成26年６月に報告書を取
りまとめた。その後、同報告書を踏まえて、
同年９月から障害者雇用分科会において検討
を行い、平成27年３月２日に「障害者に対す
る差別の禁止に関する規定に定める事項に関
し、事業主が適切に対処するための指針案」
及び「雇用の分野における障害者と障害者で
ない者との均等な機会若しくは待遇の確保又
は障害者である労働者の有する能力の有効な
発揮の支障となっている事情を改善するため
に事業主が講ずべき措置に関する指針案」と
して諮問・答申がなされ、同月25日に公布さ
れた。今後は、合理的配慮の事例集等をまと
め、各地で説明会を開催するなど、平成28年
４月の施行に向けて周知・啓発を行っていく
こととしている。

２．総合的支援施策の推進

（１）障害のある人への地域における就労支援

　障害のある人の就労支援の充実と活性化を
図るため、雇用・福祉・教育・医療の一層の

連携強化を図ることとし、ハローワークを中
心とした関係機関とのチーム支援や一般雇用
や雇用支援策に関する理解の促進、障害者就
業・生活支援センター事業、トライアル雇用
事業、ジョブコーチ等による支援などを実施
している。

ア　ハローワーク
　就職を希望する障害のある人に対しては、
ハローワークで、求職の登録の後にその技能、
職業適性、知識、希望職種、身体能力等に基
づき、ケースワーク方式による職業相談を実
施し、安定した職場への就職・就職後の職場
定着を支援している。
　このため、ハローワークにおける障害のあ
る人の専門窓口では、障害のある人の就職支
援を専門に担当する就職促進指導官を配置
し、個々の障害特性に応じたきめ細かな職業
相談を行っている。
①　ハローワークを中心とした「チーム支援」
　就職を希望する障害のある人の一般雇用へ
の移行を図るため、ハローワークが中心と
なって、障害者就業・生活支援センター、地
域障害者職業センター、就労移行支援事務所、
特別支援学校、医療機関等の関係機関からな
る「障害者就労支援チーム」を作り、就職に
向けた準備から職場定着までの一貫した支援
を行う「チーム支援」を実施している。
　平成23年度からは、障害者雇用の専門的知
識を有する就職支援コーディネーターを活用
し、地方自治体、医療機関なども含めた地域
の関係機関との連携体制の更なる強化を行
い、継続的な支援を実施することで、福祉・
教育・医療から一般雇用への移行を促進して
いる。
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①新規求職申込件数 ②有効求職者数 ③就職件数 ④就職率（③／①）
前年度比 前年度比 前年度比 前年度差

平成17年度 97,626 4.8 146,679 △4.7 38,882 8.4 39.8 1.3 
　　18年度 103,637 6.2 151,897 3.6 43,987 13.1 42.4 2.6 
　　19年度 107,906 4.1 140,791 △7.3 45,565 3.6 42.2    △0.2
　　20年度 119,765 11.0 143,533 1.9 44,463    △2.4 37.1    △5.1
　　21年度 125,888 5.1 157,892 10.0 45,257 1.8 36.0    △1.1
　　22年度 132,734 5.4 169,116 7.1 52,931 17.0 39.9 3.9 
　　23年度 148,358 11.8 182,535 7.9 59,367 12.2 40.0 0.1 
　　24年度 161,941 9.2 198,755 8.9 68,321 15.1 42.2 2.2 
　　25年度 169,522 4.7 207,956 4.6 77,883 14.0 45.9 3.7 
　　26年度 179,222 5.7 218,913 5.3 84,602 8.6 47.2 1.3 
資料：厚生労働省

■図表５-11　ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

新規求職申込件数

障害者計
身体障害者 知的障害者

精神障害者 その他
うち重度 うち重度

26年度 179,222 65,265 27,322 32,313 4,966 73,482 8,162 

就職件数

障害者計
身体障害者 知的障害者

精神障害者 その他
うち重度 うち重度

26年度 84,602 28,175 11,181 18,723 4,248 34,538 3,166 
資料：厚生労働省

■図表５-12　ハローワークにおける障害者の職業紹介件数（平成26年度）

②　トライアル雇用
　事業所が障害のある人を短期の試行雇用の
形で受け入れることにより、障害のある人の
適性や業務遂行可能性を見極め、障害のある
人と事業主の相互理解を促進すること等を通
じて、常用雇用への移行を促進する障害者ト
ライアル雇用事業を実施している。

イ　地域障害者職業センター
　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構により各都道府県に１か所（そのほか支
所５か所）設置・運営されている地域障害者
職業センターでは、ハローワークや地域の就
労支援機関との連携の下に、身体に障害のあ

る人、知的障害のある人はもとより、精神障
害のある人、発達障害のある人、高次脳機能
障害のある人等他の機関では支援が困難な障
害のある人を中心に、専門職の「障害者職業
カウンセラー」により、職業評価、職業指導
から就職後のアフターケアに至る職業リハビ
リテーションを専門的かつ総合的に実施して
いる。

（ア） 職業評価及び職業リハビリテーション
計画の策定

　障害のある人の希望等を把握した上で職業
能力等を評価し、その結果をもとに支援の方
向性、具体的目標、提案する支援内容等を含
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